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令和 7年度予算見積調書(2月補正予算) 課室名:

説明事業

商業・サービス産業支援課
担当名: 商業担当

内線: 3768 (単位：千円)
会計

P9 地域商業活性化支援事業 一般会
計

商工費 商工業
費

項
商工振興費 中心市街地等商店街活性化促進事業費

番号 事業名

事 業
期 間

令和 5年度～ 根 拠
法 令

埼玉県商店街活性化条例

款

針路 11
令和 8年度 分野施策 1103

１　事業概要 ５　事業説明

SDGsｺﾞｰﾙ
SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ

8,9,17
8-2,9-1,17-17

　商店街が抱える様々な課題に対して、県、市町村及び
商工団体等が連携し、商店街の賑わい創出や環境整備、
デジタル化の推進等を支援する。また、商店街単独では
解決が困難な課題に対して専門家等による助言指導を実
施するとともに、商店街とその支援人材のスキル向上を
図るための人材育成事業を実施する。さらに、商店街の
担い手不足や空き店舗の増加という課題の解決を図るた
め、商店街に新たな担い手を呼び込み、空き店舗での開
業・定着を促進する等商店街の活性化に資するモデル事
業を実施する。

　地域商業活性化支援事業　　　 　　 △31,578千円

（１）事業内容
　　ア　賑わいづくりやDX推進等のためのソフト事業補助
　　イ　街路灯LED化やDX化等のためのハード事業補助　ウ　スーパー・シティに係る空き店舗活用事業補助
　　エ　循環型社会に対応する波及効果のある取組を支援する循環型社会推進商店街応援事業補助
　　オ　担い手不足・空き店舗の増加に対応する『新たな担い手』による商店街賑わい創出事業補助
　　カ　課題解決の意欲がある商店街等を支援する専門家等派遣事業　キ　商店街と商店街支援の担い手(人材)育成事業

（２）事業計画
 　 ア　ソフト事業補助　補助金募集(毎月)､審査委員会(毎月)､事業実施(通年)
  　イ　ハード事業補助　補助金募集(4～6月)､審査委員会(7月)､事業実施(8月～2月)
  　ウ　ハード事業補助　(スーパー・シティ)補助金募集(随時)､審査委員会(随時)､事業実施(通年)
  　エ　循環型推進事業補助　交付申請(4月～)､事業実施(5月～)
  　オ　『新たな担い手』による商店街賑わい創出事業補助　交付申請(4月～)､審査委員会(随時)､事業実施(～2月)
  　カ　専門家派遣 (通年)　キ　研修実施 (7～1月)

（３）事業効果
　　　商店街や商業者等による様々な課題解決への取組を支援することで商店街の活性化が図られる。また『新たな担い
　　手』による商店街の賑わい創出の取組等により商店街の担い手不足と空き店舗解消が実現できる。

（４）県民・民間活力、職員のマンパワー、他団体との連携状況
　　　商業者と行政(市町村・県)及び商工団体が協働して事業を実施する。

（５）補正予算の概要
　　ア　補助金　補助金が見込みを下回ったことによる減額
　　イ　報償費　専門家派遣が見込みを下回ったことによる減額
　　ウ　使用賃借料　通信機器使用料の節減による減額

２　事業主体及び負担区分
(県1/2)事業者1/2、(県2/3)事業者1/3
(県1/3)市1/3・事業者1/3
(県3/8)市3/8・事業者1/4
(県2/3)事業者1/3

３　地方財政措置の状況
地方交付税(単位費用)(款)商工行政費
(細目)商業振興費(細節)商店街等振興費

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
9,500千円×6.0人＝57,000千円

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
補正後の
予算額

決定額 △31,578

現計額 85,001 85,001

― 産業労働部 9 ―

稼げる力の向上

△31,578 53,423

商業・サービス産業の育成



 

事業名

単位事業名 予算額 △ 31,578千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 補正予算額 対前年度増減額

一般財源 △31,578 ―

合計 △31,578 ―

　
○歳出 （単位：千円）

節 補正予算額 対前年度増減額

報償費 △4,194 ― 専門家派遣等の謝金額が見込みを下回ったことによる減

旅費 △107 ― 旅行回数が見込みを下回ったことによる減

需用費 △128 ― 消耗品、資料印刷代等が見込みを下回ったことによる減

役務費 △16 ― 郵便料が見込みを下回ったことによる減

使用料及び賃借料 △390 ― 通信機器使用料の節減による減

負担金、補助及び交付金 △26,743 ― 補助金の執行が見込みを下回ったことによる減

合計 △31,578 ―

事業内訳書

地域商業活性化支援事業

地域商業活性化支援事業

主な内容

主な内容


